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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　ＰＩＤ制御対象への入力と該入力に対する該制御対象からの出力とに基づいて、該制御
対象の予測モデルを構築するとともに、該予測モデルを構築する際の上記入力に対して、
該構築された予測モデルを用いた場合の出力と、該入力に対する該制御対象からの出力と
の差である推定誤差を算出する予測モデル構築手段と、該予測モデル構築手段により構築
された予測モデルに基づいて、上記入力の差分に、値を変更設定可能な係数を掛けた項を
含む制御則を用いてＰＩＤパラメータを決定するＰＩＤパラメータ決定手段と、該ＰＩＤ
パラメータ決定手段により決定されたＰＩＤパラメータを用いて、上記制御対象を制御す
る制御手段とを備えたＰＩＤ制御装置であって、
　上記ＰＩＤパラメータ決定手段は、上記予測モデルに基づいて、上記係数を変化させな
がら該各係数毎に上記ＰＩＤパラメータを算出しかつ該算出したＰＩＤパラメータと上記
推定誤差とを用いて、該各係数に対応した制御誤差の分散と上記入力の差分の分散とを計
算して、上記制御誤差の分散と上記入力の差分の分散との２軸のグラフ上に上記計算値を
プロットすることで、上記係数を変化させたときの、上記制御誤差の分散と上記入力の差
分の分散とに関するトレードオフ曲線を描くとともに、該トレードオフ曲線上において、
予め設定された所定の条件を満足する位置を求めかつ該位置に対応する係数及びＰＩＤパ
ラメータを求めて、該ＰＩＤパラメータを、上記制御手段が用いるＰＩＤパラメータとし
て決定するように構成されていることを特徴とするＰＩＤ制御装置。
【請求項２】
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　請求項１記載のＰＩＤ制御装置において、
　上記所定の条件は、上記制御誤差の分散が予め設定された所定値以下となる中で上記入
力の差分の分散が最も小さくなるという条件であることを特徴とするＰＩＤ制御装置。
【請求項３】
　請求項１又は２記載のＰＩＤ制御装置において、
　上記制御手段による、上記ＰＩＤパラメータ決定手段により決定されたＰＩＤパラメー
タを用いた上記制御対象への入力に対して、上記予測モデル構築手段により構築された予
測モデルを用いた場合の出力と、該入力に対する該制御対象からの出力との差であるモデ
ル化誤差が、予め設定された基準値よりも大きいか否かを判定する判定手段を更に備え、
　上記予測モデル構築手段は、上記判定手段により上記モデル化誤差が上記基準値よりも
大きいと判定されたときに、予測モデルを再構築して該再構築した予測モデルに更新する
ように構成されていることを特徴とするＰＩＤ制御装置。
【請求項４】
　ＰＩＤ制御対象への入力と該入力に対する該制御対象からの出力とに基づいて、該制御
対象の予測モデルを構築するとともに、該予測モデルを構築する際の上記入力に対して、
該構築された予測モデルを用いた場合の出力と、該入力に対する該制御対象からの出力と
の差である推定誤差を算出する予測モデル構築ステップと、該予測モデル構築ステップで
構築された予測モデルに基づいて、上記入力の差分に、値を変更設定可能な係数を掛けた
項を含む制御則を用いてＰＩＤパラメータを決定するＰＩＤパラメータ決定ステップと、
該ＰＩＤパラメータ決定ステップで決定されたＰＩＤパラメータを用いて、上記制御対象
を制御する制御ステップとを備えたＰＩＤ制御方法であって、
　上記ＰＩＤパラメータ決定ステップは、上記予測モデルに基づいて、上記係数を変化さ
せながら該各係数毎に上記ＰＩＤパラメータを算出しかつ該算出したＰＩＤパラメータと
上記推定誤差とを用いて、該各係数に対応した制御誤差の分散と上記入力の差分の分散と
を計算して、上記制御誤差の分散と上記入力の差分の分散との２軸のグラフ上に上記計算
値をプロットすることで、上記係数を変化させたときの、上記制御誤差の分散と上記入力
の差分の分散とに関するトレードオフ曲線を描くとともに、該トレードオフ曲線上におい
て、予め設定された所定の条件を満足する位置を求めかつ該位置に対応する係数及びＰＩ
Ｄパラメータを求めて、該ＰＩＤパラメータを、上記制御ステップで用いるＰＩＤパラメ
ータとして決定するステップであることを特徴とするＰＩＤ制御方法。
【請求項５】
　請求項４記載のＰＩＤ制御方法において、
　上記制御ステップにおける、上記ＰＩＤパラメータ決定ステップで決定されたＰＩＤパ
ラメータを用いた上記制御対象への入力に対して、上記予測モデル構築ステップで構築さ
れた予測モデルを用いた場合の出力と、該入力に対する該制御対象からの出力との差であ
るモデル化誤差が、予め設定された基準値よりも大きいか否かを判定する判定ステップを
更に備え、
　上記判定ステップで上記モデル化誤差が上記基準値よりも大きいと判定されたときに、
上記予測モデル構築ステップで予測モデルを再構築して該再構築した予測モデルに更新す
ることを特徴とするＰＩＤ制御方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、ＰＩＤ制御対象の予測モデルを構築して、この予測モデルに基づいてＰＩＤ
パラメータを決定し、このＰＩＤパラメータを用いて上記制御対象を制御するＰＩＤ制御
装置及びＰＩＤ制御方法に関する技術分野に属する。
【背景技術】
【０００２】
　近年、化学プロセスや石油精製プロセスに代表されるプロセス産業界においては、国際
競争の激化の煽りを受けて、生産性の向上や省エネルギー・省力化、品質向上、生産コス



(3) JP 4528984 B2 2010.8.25

10

20

30

40

50

トの低減がより一層進められている。このような現状において、制御システムが果たす役
割はこれまで以上に重要視されてきている。とりわけ化学プロセスや石油精製プロセス等
においては、操業条件の変更（製品銘柄の変更等）、原料及び環境の変化、又はシステム
そのものが持つ非線形性等により、対象とするシステムの特性が変化することが往々にし
て存在する。そのようなシステムに対して高精度な制御性を得るためには、本来、システ
ムの特性に対応して制御システム（ＰＩＤパラメータ）が自己調整されることが望ましい
。その一つのアプローチとしてセルフチューニング制御法があり、非特許文献１には、こ
の考え方に基づいたセルフチューニングＰＩＤ制御法が開示されている。この非特許文献
１のセルフチューニングＰＩＤ制御法は、一般化最小分散制御（ＧＭＶＣ）に基づくＰＩ
Ｄパラメータ調整法であって、評価規範の最小化に基づいて制御則（ＧＭＶＣ則）を導出
する。そして、ＰＩＤ制御対象への入力と該入力に対する該制御対象からの出力とに基づ
いて構築した予測モデルに基づいて、上記制御則（ＧＭＶＣ則）を用いてＰＩＤパラメー
タを決定する。このとき、上記制御則には、ＰＩＤ制御対象への入力の差分に、値を変更
設定可能な係数を掛けた項が含まれているため、ＰＩＤパラメータの決定に際しては、こ
の係数を設定する必要がある。
【非特許文献１】山本、兼田，「一般化最小分散制御則に基づくセルフチューニングＰＩ
Ｄ制御器の一設計」，システム制御情報学会論文誌，１９９８年，第１１巻，第１号，ｐ
．１－９
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００３】
　ところで、上記係数の値は制御性能に非常に重要な影響を及ぼし、その値が小さいと、
制御誤差（目標値と制御対象からの出力との差）を小さくして目標値追従性（延いては製
品品質）を向上できる反面、制御対象への入力が大きく振れることになる。一方、上記係
数の値が大きいと、上記入力の振れ（入力の差分の分散）が小さくて安定する反面、目標
値追従性が低下する。例えば、射出成型器や押出器のような熱プロセスにおいては、同じ
工程が繰り返され、その工程の速度が生産性に大きく影響する。このため、即応性（目標
値追従性）が要求される。一方、石油化学プロセスや石油精製プロセスにおいては、過渡
状態は安定であることが大前提であり、定常特性が生産性に大きく左右する。このため、
即応性よりも定常特性が重要視される（但し、製品品質も或る程度確保しなければならな
い）。このような点を考慮して上記係数の値を決定する必要がある。
【０００４】
　しかし、上記従来のＰＩＤパラメータ決定方法では、上記係数を適当に決定しているだ
けであり、所望の制御性能を確実に得ることは困難である。特に化学プロセスにおいては
、入力の振れが大きくなる場合があり、実用面での問題が指摘されている。
【０００５】
　本発明は、斯かる点に鑑みてなされたものであり、その目的とするところは、予測モデ
ルに基づいて、ＰＩＤ制御対象への入力の差分に、値を変更設定可能な係数を掛けた項を
含む制御則を用いてＰＩＤパラメータを決定して、上記制御対象を制御する場合に、上記
係数を適切にかつ容易に設定できるようにして、所望の制御性能が確実に得られるように
することにある。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　上記の目的を達成するために、この発明では、制御誤差の分散とＰＩＤ制御対象への入
力の差分の分散とに関するトレードオフ曲線を描き、このトレードオフ曲線上において、
予め設定された所定の条件を満足する位置を求めかつ該位置に対応する係数及びＰＩＤパ
ラメータを求めて、該ＰＩＤパラメータを、制御対象を制御するためのＰＩＤパラメータ
として決定するようにした。
【０００７】
　具体的には、請求項１の発明では、ＰＩＤ制御対象への入力と該入力に対する該制御対
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象からの出力とに基づいて、該制御対象の予測モデルを構築するとともに、該予測モデル
を構築する際の上記入力に対して、該構築された予測モデルを用いた場合の出力と、該入
力に対する該制御対象からの出力との差である推定誤差を算出する予測モデル構築手段と
、該予測モデル構築手段により構築された予測モデルに基づいて、上記入力の差分に、値
を変更設定可能な係数を掛けた項を含む制御則を用いてＰＩＤパラメータを決定するＰＩ
Ｄパラメータ決定手段と、該ＰＩＤパラメータ決定手段により決定されたＰＩＤパラメー
タを用いて、上記制御対象を制御する制御手段とを備えたＰＩＤ制御装置を対象とする。
【０００８】
　そして、上記ＰＩＤパラメータ決定手段は、上記予測モデルに基づいて、上記係数を変
化させながら該各係数毎に上記ＰＩＤパラメータを算出しかつ該算出したＰＩＤパラメー
タと上記推定誤差とを用いて、該各係数に対応した制御誤差の分散と上記入力の差分の分
散とを計算して、上記制御誤差の分散と上記入力の差分の分散との２軸のグラフ上に上記
計算値をプロットすることで、上記係数を変化させたときの、上記制御誤差の分散と上記
入力の差分の分散とに関するトレードオフ曲線を描くとともに、該トレードオフ曲線上に
おいて、予め設定された所定の条件を満足する位置を求めかつ該位置に対応する係数及び
ＰＩＤパラメータを求めて、該ＰＩＤパラメータを、上記制御手段が用いるＰＩＤパラメ
ータとして決定するように構成されているものとする。
【０００９】
　上記の構成により、予測モデル構築手段により予測モデルが構築され（システムパラメ
ータが推定され）、ＰＩＤパラメータ決定手段により、その構築された予測モデルに基づ
いて、ＰＩＤ制御対象への入力の差分に、値を変更設定可能な係数を掛けた項を含む制御
則を用いてＰＩＤパラメータが決定され、制御手段により、その決定されたＰＩＤパラメ
ータを用いて制御対象が制御される。ここで、ＰＩＤパラメータ決定手段は、ＰＩＤパラ
メータの決定の際に、制御誤差の分散と入力の差分の分散とに関するトレードオフ曲線を
描く。このトレードオフ曲線は、制御誤差の分散が小さいほど入力の差分の分散が大きく
なる曲線であり、トレードオフ曲線上の位置は、上記係数と対応しており、係数が小さい
ほど、入力の差分の分散が大きくなる（制御誤差の分散が小さくなる）。そして、係数が
決まると、ＰＩＤパラメータが決まるので、トレードオフ曲線上の位置は、係数及びＰＩ
Ｄパラメータと対応している。
【００１０】
　ここで、トレードオフ曲線上のどの位置から求まるＰＩＤパラメータを用いるかが問題
となる。そこで、制御誤差の分散及び入力の差分の分散をどのようなレベルにしたいかと
いう条件を予め設定しておく。例えば、制御誤差の分散が予め設定された所定値以下とな
る中で入力の差分の分散が最も小さくなるという条件（トレードオフ曲線の性質から、制
御誤差の分散が所定値となる条件と同じことになる）や、入力の差分の分散が予め設定さ
れた所定値以下となる中で制御誤差の分散が最も小さくなるという条件（入力の差分の分
散が所定値となる条件と同じことになる）等を予め設定しておく。そして、上記トレード
オフ曲線上において、上記条件を満足する位置を求めかつ該位置に対応する係数及びＰＩ
Ｄパラメータを求める。このＰＩＤパラメータを用いて制御対象を制御するようにすれば
、予め設定された制御性能（上記条件を満足する所望の制御性能）が得られるようになり
、適用するプロセスに最適なものとなる。
【００１１】
　請求項２の発明では、請求項１の発明において、上記所定の条件は、上記制御誤差の分
散が予め設定された所定値以下となる中で上記入力の差分の分散が最も小さくなるという
条件であるものとする。
【００１２】
　このことにより、製品品質を確保しつつ、入力の差分の分散（入力の振れ）が出来る限
り抑えられ、化学プロセス等に最適な条件が得られる。また、入力の差分の分散が抑えら
れることで、アクチュエータに多大な負担がかかることがなく、それだけアクチュエータ
の故障が少なくなる。
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【００１３】
　請求項３の発明では、請求項１又は２の発明において、上記制御手段による、上記ＰＩ
Ｄパラメータ決定手段により決定されたＰＩＤパラメータを用いた上記制御対象への入力
に対して、上記予測モデル構築手段により構築された予測モデルを用いた場合の出力と、
該入力に対する該制御対象からの出力との差であるモデル化誤差が、予め設定された基準
値よりも大きいか否かを判定する判定手段を更に備え、上記予測モデル構築手段は、上記
判定手段により上記モデル化誤差が上記基準値よりも大きいと判定されたときに、予測モ
デルを再構築して該再構築した予測モデルに更新するように構成されているものとする。
【００１４】
　このことで、モデル化誤差が、予め設定された基準値を超えたときに、予測モデルが更
新されるので、予測モデルの更新を逐次行う場合に比べて、計算コストを低減することが
できるとともに、信頼性の面で優れる。すなわち、モデル化誤差が上記基準値以内にあっ
て安定している場合にも予測モデルを更新すると、出力にノイズが加わる等の影響で誤っ
たモデルを構築して、制御系が却って不安定になる可能性が高くなる。そこで、モデル化
誤差が基準値以内にあれば、そのまま同じ予測モデルを使用することとし、モデル化誤差
が基準値を超えたときに予測モデルを更新するようにすることで、制御の信頼性及び安定
性を向上させることができる。
【００１５】
　請求項４の発明は、ＰＩＤ制御対象への入力と該入力に対する該制御対象からの出力と
に基づいて、該制御対象の予測モデルを構築するとともに、該予測モデルを構築する際の
上記入力に対して、該構築された予測モデルを用いた場合の出力と、該入力に対する該制
御対象からの出力との差である推定誤差を算出する予測モデル構築ステップと、該予測モ
デル構築ステップで構築された予測モデルに基づいて、上記入力の差分に、値を変更設定
可能な係数を掛けた項を含む制御則を用いてＰＩＤパラメータを決定するＰＩＤパラメー
タ決定ステップと、該ＰＩＤパラメータ決定ステップで決定されたＰＩＤパラメータを用
いて、上記制御対象を制御する制御ステップとを備えたＰＩＤ制御方法の発明である。
【００１６】
　そして、この発明では、上記ＰＩＤパラメータ決定ステップは、上記予測モデルに基づ
いて、上記係数を変化させながら該各係数毎に上記ＰＩＤパラメータを算出しかつ該算出
したＰＩＤパラメータと上記推定誤差とを用いて、該各係数に対応した制御誤差の分散と
上記入力の差分の分散とを計算して、上記制御誤差の分散と上記入力の差分の分散との２
軸のグラフ上に上記計算値をプロットすることで、上記係数を変化させたときの、上記制
御誤差の分散と上記入力の差分の分散とに関するトレードオフ曲線を描くとともに、該ト
レードオフ曲線上において、予め設定された所定の条件を満足する位置を求めかつ該位置
に対応する係数及びＰＩＤパラメータを求めて、該ＰＩＤパラメータを、上記制御ステッ
プで用いるＰＩＤパラメータとして決定するステップであるものとする。
【００１７】
　この発明により、請求項１の発明と同様の作用効果が得られる。
【００１８】
　請求項５の発明では、請求項４の発明において、上記制御ステップにおける、上記ＰＩ
Ｄパラメータ決定ステップで決定されたＰＩＤパラメータを用いた上記制御対象への入力
に対して、上記予測モデル構築ステップで構築された予測モデルを用いた場合の出力と、
該入力に対する該制御対象からの出力との差であるモデル化誤差が、予め設定された基準
値よりも大きいか否かを判定する判定ステップを更に備え、上記判定ステップで上記モデ
ル化誤差が上記基準値よりも大きいと判定されたときに、上記予測モデル構築ステップで
予測モデルを再構築して該再構築した予測モデルに更新するようにする。
【００１９】
　このことにより、請求項３の発明と同様の作用効果が得られる。
【発明の効果】
【００２０】
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　以上説明したように、本発明のＰＩＤ制御装置及びＰＩＤ制御方法によると、制御誤差
の分散とＰＩＤ制御への入力の差分の分散とに関するトレードオフ曲線を描き、このトレ
ードオフ曲線上において、予め設定された所定の条件を満足する位置を求めかつ該位置に
対応する係数及びＰＩＤパラメータを求めて、該ＰＩＤパラメータを、制御対象を制御す
るためのＰＩＤパラメータとして決定するようにしたことにより、ＰＩＤ制御対象への入
力の差分に掛けられる係数を適切にかつ容易に設定できるようにして、所望の制御性能が
確実に得られるようになる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００２１】
　以下、本発明の実施形態を図面に基づいて詳細に説明する。
【００２２】
　＜制御系の概要＞
　図１は本発明の実施形態に係るＰＩＤ制御装置を示し、このＰＩＤ制御装置は、ＰＩＤ
制御対象への入力ｕと、該入力に対する該制御対象からの出力ｙ（詳しくは、後述のモデ
ル化誤差η）とに基づいて、該制御対象の予測モデルを構築する予測モデル構築手段とし
ての予測モデル構築部１と、該予測モデル構築部１により構築された予測モデルに基づい
て、上記入力の差分に、値を変更設定可能な係数（後述のλ）を掛けた項を含む制御則（
後述の式（１２））を用いてＰＩＤパラメータを決定するＰＩＤパラメータ決定手段とし
てのＰＩＤパラメータ決定部２と、該ＰＩＤパラメータ決定部２により決定されたＰＩＤ
パラメータを用いて、上記制御対象を制御する制御手段としてのＰＩＤ制御部３と、上記
入力に対して、予測モデル構築部１により構築された予測モデルを用いた場合の出力ｙ＊

と、該入力に対する該制御対象からの出力ｙとの差であるモデル化誤差（予測誤差）ηが
、予め設定された基準値γσεよりも大きいか否かを判定する判定手段としてのパラメー
タ評価部４とを備えている。
【００２３】
　上記予測モデル構築部１は、上記モデル化誤差ηが最小になるように、後述の如くシス
テムパラメータ（時定数Ｔ、システムゲインＫ及びむだ時間Ｌ）を推定することで、予測
モデルを構築する。そして、本実施形態では、予測モデル構築部１は、上記パラメータ評
価部４により、上記モデル化誤差が上記基準値よりも大きいと判定されたときに、予測モ
デルを再構築して（システムパラメータを再推定して）該再構築した予測モデルに更新す
るように構成されている。つまり、パラメータ評価部４により、上記モデル化誤差が上記
基準値よりも大きいと判定されると、図１のスイッチ１０が入って予測モデル構築部１が
機能することになる。尚、ＰＩＤパラメータの初期チューニングの際にも、スイッチ１０
が自動又は手動で入いる。
【００２４】
　上記予測モデル構築部１により予測モデルが更新されると、上記ＰＩＤパラメータ決定
部２は、その更新された予測モデル（システムパラメータの再推定値）に基づいて、上記
入力の差分に上記係数を掛けた項を含む制御則を用いてＰＩＤパラメータを再決定し、Ｐ
ＩＤ制御部３は、この再決定したＰＩＤパラメータを用いて制御対象を制御する。
【００２５】
　上記ＰＩＤパラメータ決定部２は、後に詳細に説明するように、ＰＩＤパラメータの決
定（再決定を含む）の際、所望の制御性能（本実施形態では、制御誤差の分散σｅ

２）が
得られるように、システムパラメータの推定値（Ｔ＊、Ｋ＊及びＬ＊）に基づいてＰＩＤ
パラメータを決定する。
【００２６】
　＜システムの記述＞
　本実施形態では、化学プロセス等のプロセス系を上記制御対象とする。本来、化学プロ
セスは伝熱、対流、輻射等を考えれば高次遅れ系になるが、システムパラメータの数が増
えると、それだけ不確かさを多く含むことになり、これが制御系設計に悪影響を及ぼすこ
とが考えられるため、プロセス系を扱う現場では、制御対象のシステムを「一次遅れ＋む
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だ時間」系として記述することが多く、本実施形態においても、下記の式（１）を制御対
象の記述モデル（詳細モデル）とする。尚、式（１）中、Ｔは時定数、Ｋはシステムゲイ
ン、Ｌはむだ時間であり、これらはシステムパラメータである。
【００２７】
【数１】

【００２８】
　さらに、むだ時間を一次パディ近似し、下記の式（２）のような二次遅れ系（設計用モ
デル）を考える。
【００２９】
【数２】

【００３０】
　次に、式（２）に対応した、下記の式（３）で表される離散時間モデルを考える。
【００３１】

【数３】

【００３２】
　式（３）において、ｕ（ｔ）は時刻ｔの時点での制御対象への入力、ｙ（ｔ）は時刻ｔ
の時点での制御対象からの出力、χ（ｔ）は時刻ｔの時点での、モデル化誤差等を示すガ
ウス性白色雑音である。また、ｚ－１は時間遅れ演算子であり、ｚ－１ｙ（ｔ）＝ｙ（ｔ
－１）を意味している。Δは差分演算子を表し、Δ＝１－ｚ－１で定義される。さらに、
Ａ（ｚ－１）及びＢ（ｚ－１）は、下記の式（４）で示される多項式である。
【００３３】
【数４】

【００３４】
　式（４）は、ＣＡＲＩＭＡ（Controlled Auto-Regressive and Integrated Moving Ave
rage）モデルであり、ステップ状の外乱や目標値点周りの定常項を除去する目的で、プロ
セス系に対して用いられている。
【００３５】
　システムパラメータＴ、Ｋ及びＬ（実際には、後述の如く計算される推定値Ｔ＊、Ｋ＊

及びＬ＊）が与えられたとき、式（３）を用いて後述のＰＩＤパラメータ（ｋｐ、ＴＩ及
びＴＤ）を算出する。
【００３６】
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　＜ＰＩＤ制御則＞
　ＰＩＤ制御則としては、本実施形態では、下記の式（５）で与えられるＰＩＤ（比例・
微分先行型ＰＩＤ）制御則を用いる。
【００３７】
【数５】

【００３８】
　式（５）において、ｋｐは比例ゲイン、ＴＩは積分時間、ＴＤは微分時間であり、これ
らはＰＩＤパラメータである。また、ＴＳはサンプリング間隔であり、ｅ（ｔ）は時刻ｔ
の時点での制御誤差であって、下記の式（６）で与えられる。尚、式（６）や後述の式（
８）等における「：＝」は定義式であることを意味する。
【００３９】

【数６】

【００４０】
　式（６）において、ｒ（ｔ）は時刻ｔの時点での目標値（本実施形態では、ｔの値に関
係なく一定）である。
【００４１】
　ここで、以下の考察を簡単にするために、式（５）を下記の式（７）に書き換える。
【００４２】

【数７】

【００４３】
　式（７）において、Ｃ（ｚ－１）は下記の式（８）で表される。
【００４４】
【数８】

【００４５】
　＜ＰＩＤパラメータの調整＞
　本実施形態では、一般化最小分散制御（ＧＭＶＣ）に基づくＰＩＤパラメータ調整法（
ＧＭＶ－ＰＩＤ）を用いてＰＩＤパラメータを調整する。
【００４６】
　ＧＭＶＣの評価規範の一つの形が、下記の式（９）で与えられる。
【００４７】
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【数９】

【００４８】
　式（９）において、Ｅ［・］は空間平均を表す。また、Ｐ（ｚ－１）は設計多項式であ
り、下記の式（１０）により設計する。
【００４９】

【数１０】

【００５０】
　式（１０）において、ｐ１及びｐ２は下記の式（１１）で表される。
【００５１】
【数１１】

【００５２】
　式（１１）において、σは立ち上がり時間に相当するパラメータを示し、μは応答の減
衰特性に関連するパラメータであって、δによって調整される。このとき、δ＝０は二項
展開形式モデルに相当する応答形状を示し、δ＝１．０はButterworth形式モデルに相当
する応答形状を示す。
【００５３】
　式（９）において、λは、制御対象への入力の差分に掛けられる係数である。ここで、
σ、δ及びλは、制御性能（即応性、安定性、定常特性等）に大きな影響を与える。設計
の見通しを良くするために、σは、概ね時定数とむだ時間との総和の１／３～１／２程度
に設定し、δは、実用的観点から０以上２．０以下に設定することが好ましい。λの設定
については後に詳細に説明する。
【００５４】
　式（９）の評価規範の最小化により、下記の式（１２）による制御則（ＧＭＶＣ則）が
与えられる。この制御則が、上記入力の差分に係数を掛けた項を含む制御則に相当するも
のである。
【００５５】

【数１２】

【００５６】
　ここで、Ｆ（ｚ－１）は、下記の式（１３）及び式（１４）のDiophantine方程式に基
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づいて計算される。
【００５７】
【数１３】

【００５８】
【数１４】

【００５９】
　そして、上記式（１２）の第２項係数多項式を定常項に置き換えた下記の式（１５）を
考える。
【００６０】

【数１５】

【００６１】
　ここで、新しくυを下記の式（１６）で定義する。
【００６２】
【数１６】

【００６３】
　これにより、式（１５）は下記の式（１７）となる。
【００６４】
【数１７】

【００６５】
　上記式（７）と式（１７）との比較により、式（１８）が導け、これより、Ｃ（ｚ－１

）を設計すれば、ＧＭＶＣに基づくＰＩＤパラメータを計算することができる。
【００６６】
【数１８】

【００６７】
　すなわち、式（７）及び式（１７）から、ＰＩＤパラメータを下記の式（１９）により
計算することができる。
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【００６８】
【数１９】

【００６９】
　尚、ＰＩＤパラメータの調整は上記ＰＩＤパラメータ調整法に限らず、予測モデルに基
づいて、制御対象への入力の差分に係数を掛けた項を含む制御則を用いてＰＩＤパラメー
タを調整する方法であれば、どのような方法であってもよい。
【００７０】
　＜係数λの調整（ＰＩＤパラメータの決定）＞
　式（１９）には、υ（＝Ｂ（１）＋λ）つまり上記係数λが含まれており、この係数λ
を適切に設定しないと、ＰＩＤパラメータを適切に決定することができない。そこで、Ｐ
ＩＤパラメータ決定部２は、その係数λを以下のように調整して、ＰＩＤパラメータを決
定するようにしている。
【００７１】
　先ず、上記係数λを所定範囲において所定の刻みで変化させながら該各係数毎に式（１
９）よりＰＩＤパラメータを算出する。上記所定の刻みは、後述のトレードオフ曲線を描
くことが可能な程度の細かさであればよく、例えば０．０１刻みとすればよい。上記所定
範囲は、トレードオフ曲線において後述の条件を満足する位置が含まれる範囲とすればよ
く、例えば０～１０程度とすればよい。
【００７２】
　そして、上記ＰＩＤパラメータの算出時に、各係数λに対応した制御誤差の分散と制御
対象への入力の差分の分散とを計算する。本実施形態では、制御誤差の分散Ｅ［ｅ２（ｔ
）］と入力の差分の分散Ｅ［（Δｕ（ｔ））２］とを、Ｈ２ノルムを用いて計算する。こ
の計算の詳細は、後述する。
【００７３】
　次いで、図２に示すように、上記制御誤差の分散Ｅ［ｅ２（ｔ）］と上記入力の差分の
分散Ｅ［（Δｕ（ｔ））２］との２軸のグラフ（本実施形態では、制御誤差の分散を縦軸
としかつ入力の差分の分散を横軸とするグラフ）上に上記両分散の計算値をプロットする
ことで、上記係数λを変化させたときの、上記制御誤差の分散と上記入力の差分の分散と
に関するトレードオフ曲線を描く。このトレードオフ曲線は、制御誤差の分散が小さいほ
ど入力の差分の分散が大きくなる曲線であり、トレードオフ曲線上の位置は、係数λと対
応しており、係数λが小さいほど、入力の差分の分散が大きくなる（制御誤差の分散が小
さくなる）。そして、係数λが決まると、ＰＩＤパラメータが決まるので、トレードオフ
曲線上の位置は、係数λ及びＰＩＤパラメータと対応している。尚、制御誤差の分散を横
軸としかつ入力の差分の分散を縦軸とするグラフ上に、トレードオフ曲線を描くようにし
てもよい。
【００７４】
　ここで、上記パラメータ評価部４により、上記モデル化誤差が上記基準値よりも大きい
と判定されたときにおいて、制御対象への過去の入出力データに基づいて、制御誤差の分
散と入力の差分の分散とを計算して該計算値を上記グラフ上にプロットすると、このプロ
ットした位置は、上記トレードオフ曲線に対して右上の領域に位置する。したがって、ト
レードオフ曲線上の位置に対応するＰＩＤパラメータを用いて制御対象を制御するように
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すれば、制御誤差の分散及び入力の差分の分散の少なくとも一方を改善することができる
。
【００７５】
　上記トレードオフ曲線上のどの位置から求まるＰＩＤパラメータを用いるかについては
、要求される制御性能を考慮して決めればよい。すなわち、制御誤差の分散及び入力の差
分の分散をどのようなレベルにしたいかという条件を予め設定しておく。例えば、制御誤
差の分散が予め設定された所定値以下となる中で入力の差分の分散が最も小さくなるとい
う条件（トレードオフ曲線の性質から、制御誤差の分散が所定値となる条件と同じことに
なる）や、入力の差分の分散が予め設定された所定値以下となる中で制御誤差の分散が最
も小さくなるという条件（入力の差分の分散が所定値となる条件と同じことになる）等を
予め設定しておく。本実施形態では、化学プロセス等に最適となるように、制御誤差の分
散が予め設定された所定値σｅ

２以下となる中で入力の差分の分散が最も小さくなるとい
う条件とする。上記所定値σｅ

２は、製品品質を考慮して設定すればよく、上記トレード
オフ曲線上において、この条件を満足する位置を求める。例えば上記所定値σｅ

２を１．
０とした場合には、図２のトレードオフ曲線上の＋印の位置となる。
【００７６】
　そして、上記位置に対応する係数λ及びＰＩＤパラメータを求め、このＰＩＤパラメー
タを、上記ＰＩＤ制御部３が用いるＰＩＤパラメータとして決定する。ＰＩＤ制御部３が
、この決定されたＰＩＤパラメータを用いて制御対象を制御することで、予め設定された
制御性能（本実施形態では、制御誤差の分散が予め設定された所定値σｅ

２以下となる中
で入力の差分の分散が最も小さくなるという条件を満足する所望の制御性能）が得られる
ことになる。
【００７７】
　＜予測モデルの構築（システムパラメータの推定）＞
　本実施形態では、システムパラメータの推定は、制御対象への過去の入出力データ（本
実施形態では、現時刻から遡ったＮステップの入出力データ）に対して、逐次型最小２乗
法を適用して行う。
【００７８】
　先ず、上記式（１）の詳細モデルに対応した、下記の式（２０）で表される離散時間モ
デルを考える。
【００７９】
【数２０】

【００８０】
　式（２０）において、ξ（ｔ）は時刻ｔの時点でのモデル化誤差を示しており、平均が
０でかつ分散がσξ

２であるガウス性白色雑音とする。また、ｄはむだ時間であり、通常
、プロセス系ではむだ時間を正確に把握することが難しく、このむだ時間ｄを想定される
範囲内（ｄ＝ｄｍ，ｄｍ＋１，…，ｄＭ）で順に変化させ、時刻ｔの時点での推定誤差ε
（ｔ）（下記の式（２４）参照）が最小になるｄを、むだ時間の推定値ｄ＊（ｔ）として
決定する。さらに、α（ｚ－１）及びβ（ｚ－１）は、下記の式（２１）で表される。
【００８１】
【数２１】

【００８２】
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　式（２１）のα１、β０及びβ１は、下記の式（２２）～式（２６）の逐次型最小２乗
法により推定する。
【００８３】
【数２２】

【００８４】
　式（２５）及び式（２６）において、［・，・，・］Ｔは、行ベクトルを列ベクトルに
転置することを意味する。
【００８５】
　次いで、システムパラメータの推定値（Ｔ＊、Ｋ＊及びＬ＊）を、下記の式（２７）～
式（２９）により計算する。
【００８６】
【数２３】

【００８７】
　＜制御アルゴリズム＞
　図３に示すように、最初のステップＳ１において、予測モデル構築部１が、上述の如く
、制御対象への過去の入出力データに対して逐次型最小２乗法を適用してシステムパラメ
ータを推定するとともに、推定誤差ε（ｔ）の標準偏差σεを算出する。
【００８８】
　次のステップＳ２では、ＰＩＤパラメータ決定部２が、上記推定したシステムパラメー
タ（システムパラメータの推定値）を用いて、上述の如く、係数λを所定の刻みで変化さ
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せながら該各係数毎にＰＩＤパラメータを算出し、該算出時に、各係数λに対応した制御
誤差の分散Ｅ［ｅ２（ｔ）］と制御対象への入力の差分の分散Ｅ［（Δｕ（ｔ））２］と
を計算して、トレードオフ曲線を描く。
【００８９】
　上記両分散の具体的な計算は、以下の如く行う。すなわち、先ず、定常状態において、
下記の式（３０）及び式（３１）を得る。
【００９０】
【数２４】

【００９１】
　式（３０）及び式（３１）におけるＴ（ｚ－１）は下記の式（３２）により定義される
。
【００９２】

【数２５】

【００９３】
　そして、制御誤差ｅ（ｔ）の分散Ｅ［ｅ２（ｔ）］及び入力の差分Δｕ（ｔ）の分散Ｅ
［（Δｕ（ｔ））２］は、Ｈ２ノルム‖・‖２を用いて、下記の式（３３）及び式（３４
）によりそれぞれ計算することができる。
【００９４】

【数２６】

【００９５】
　尚、Ｈ２ノルムは、システムパラメータの推定値と該推定値に基づいて計算したＰＩＤ
パラメータとを用いて計算する。また、実際には、σξは未知であるので、σξを、上記
ステップＳ１で算出した推定誤差ε（ｔ）の標準偏差σεに代えて上記両分散を計算する
。
【００９６】
　次のステップＳ３では、ＰＩＤパラメータ決定部２が、上記トレードオフ曲線上におい
て、制御誤差の分散が予め設定された所定値σｅ

２以下となる中で入力の差分の分散が最
も小さくなるという条件を満足する位置（つまり、制御誤差の分散が所定値σｅ

２となる
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位置）を求め、この位置に対応する係数及びＰＩＤパラメータを求める。このＰＩＤパラ
メータを、ＰＩＤ制御部３が用いるＰＩＤパラメータとして決定する。
【００９７】
　次のステップＳ４では、ＰＩＤ制御部３が、ステップＳ３で決定したＰＩＤパラメータ
を用いて制御対象を制御する。
【００９８】
　次のステップＳ５では、ｔをｔ＋１にして、ステップＳ６に進む。このステップＳ６で
は、パラメータ評価部４において、ステップＳ１で計算したシステムパラメータ（推定値
）を用いて、式（３５）により、時刻ｔの時点でのモデル化誤差（予測誤差）η（ｔ）を
計算する。
【００９９】
【数２７】

【０１００】
　尚、式（３５）におけるθ＊（ｔ）及びΨ（ｔ－１）は、それぞれ上記式（２５）及び
式（２６）と同様の形で与えられる。
【０１０１】
　次のステップＳ７では、パラメータ評価部４において、式（３６）を満足するか否か、
つまり上記モデル化誤差η（ｔ）の絶対値が基準値γσεよりも大きいか否かを判定する
。
【０１０２】
【数２８】

【０１０３】
　上記基準値は、本実施形態では、上記モデル化誤差が最小２乗法の性質から近似的に正
規分布するとの前提で、上記ステップＳ１で算出した標準偏差σεのγ倍としている。こ
のγの値は、統計的観点から３．０以上５．０以下であることが好ましい。
【０１０４】
　上記ステップＳ７の判定がＹＥＳであるときには、ステップＳ１に戻る一方、ステップ
Ｓ７の判定がＮＯであるときには、ステップＳ５に戻る。すなわち、上記パラメータ評価
部４により、上記モデル化誤差が上記基準値よりも大きいと判定されたときに、上記予測
モデルを再構築して（システムパラメータを再推定して）該再構築した予測モデルに更新
する。このように予測モデルが更新されると、ＰＩＤパラメータ決定部２が、その更新さ
れた予測モデル（システムパラメータの再推定値）に基づいて、上述の如くＰＩＤパラメ
ータを再決定し（ＰＩＤパラメータを更新し）、ＰＩＤ制御部３が、この再決定されたＰ
ＩＤパラメータを用いて制御対象を制御する。一方、上記モデル化誤差が上記基準値以下
であれば、予測モデルの更新はなされず、この結果、ＰＩＤパラメータも更新されず、Ｐ
ＩＤ制御部３は、前回と同じＰＩＤパラメータを用いて制御対象を制御する。
【０１０５】
　したがって、本実施形態では、制御誤差の分散とＰＩＤ制御対象への入力の差分の分散
とに関するトレードオフ曲線を描き、このトレードオフ曲線上において、予め設定された
所定の条件（制御誤差の分散が予め設定された所定値σｅ

２以下となる中で入力の差分の
分散が最も小さくなるという条件）を満足する位置を求めかつ該位置に対応する係数λ及
びＰＩＤパラメータを求めて、該ＰＩＤパラメータを、制御対象を制御するためのＰＩＤ
パラメータとして決定するようにしたので、この決定されたＰＩＤパラメータを用いて制
御対象を制御することで、制御誤差の分散を所望の値σｅ

２に抑えることができるともに
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、入力の差分の分散（入力の振れ）をも抑えることができる。よって、係数λを適切にか
つ容易に設定することができ、所望の制御性能が確実に得られるようになる。
【０１０６】
　また、本実施形態では、上記モデル化誤差が上記基準値よりも大きいと判定されたとき
に、予測モデルを更新するようにしたので、予測モデルの更新を逐次行う場合（図３のフ
ローチャートにおいて、ステップＳ５の後直ぐにステップＳ１に戻る場合）に比べて、計
算コストを低減することができる。また、予測モデルの更新を逐次行うと、モデル化誤差
が基準値以内にあって安定している場合にも予測モデルが更新され、このとき、出力にノ
イズが加わる等の影響で誤ったモデルを構築して、制御系が却って不安定になる可能性が
高くなる。しかし、本実施形態では、モデル化誤差が基準値よりも大きくなって予測モデ
ルの更新が必要なときに該更新を行うので、制御の信頼性及び安定性を向上させることが
できる。但し、このようにする必要は必ずしもなく、予測モデルの更新を逐次行うように
してもよい。
【０１０７】
　また、ＰＩＤパラメータの初期チューニングの際には、図３のフローチャートのステッ
プＳ１～Ｓ４を１回実行するだけでもよい。
【０１０８】
　ここで、本発明のＰＩＤ制御方法の有効性について、数値例により定量的に評価する。
【０１０９】
　（数値例１）
　先ず、ＰＩＤパラメータの初期チューニングの際に本発明のＰＩＤ制御方法を適用する
ことを想定して、以下のような数値例を考える。
【０１１０】
　すなわち、制御対象の記述モデルが式（３７）で与えられるものとする。
【０１１１】
【数２９】

【０１１２】
　式（３７）をサンプリング間隔ＴＳ＝１０．０ｓで離散化し、モデル化誤差として平均
が０でかつ分散が０．００１であるガウス性白色雑音を付加したモデルを考える。
【０１１３】
　この制御対象に対して本発明のＰＩＤ制御方法を適用したときの制御結果を図４に示す
。但し、最初の１０００ステップ（ｔ＝０～９９９）においては、以下のＰＩＤパラメー
タにより制御が行われているものとする。
【０１１４】
　ｋｐ＝３．５６
　ＴＩ＝１００．０
　ＴＤ＝４９．５
　また、上記１０００ステップ間の入出力データを用いて、ｔ＝１０００の時点で、図３
のフローチャートのステップＳ１～Ｓ４が実行されたものとする。尚、ｄｍ＝４、ｄＭ＝
８、σｅ

２＝０．０９、ｐ１＝－１．５３、ｐ２＝０．５９と設定し、ステップＳ４にお
いて、λは０．０から１０．０までの間を０．０１刻みで変化させた。
【０１１５】
　ｔ＝１０００におけるトレードオフ曲線を図５に示す。図５におけるグラフ上の●印の
位置は、過去の１０００ステップ分の入出力データに基づいて、制御誤差の分散と入力の
差分の分散とを計算して該計算値を上記グラフ上にプロットした位置であって、最初の１
０００ステップにおける制御性能（制御誤差の分散及び入力の差分の分散）を示している
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。また、上記グラフ上の＋印の位置は、トレードオフ曲線上において、制御誤差の分散が
予め設定された所定値σｅ

２（＝０．０９）以下となる中で入力の差分の分散が最も小さ
くなるという条件を満たす位置である。この位置に対応する係数λの値は、λ＝０．０５
であった。尚、λ＝０．０～０．０３では、制御系が不安定となり、制御性能を計算する
ことができなかった。λ＝０．０４においては、安定限界に近い応答を示しており、制御
誤差の分散が大きくなっていることが分かる。
【０１１６】
　図４及び図５より、ｔ＝１０００の時点で、制御誤差と入力の差分とが効果的に抑えら
れていることが分かる。尚、ｔ＝１０００でのシステムパラメータの推定により、
　Ｔ＊＝９９．２２
　Ｋ＊＝０．５００
　Ｌ＊＝５０．００
が得られ、推定誤差の標準偏差の算出により、σε＝０．０３１４が得られた。
【０１１７】
　上記システムパラメータの推定値とλ＝０．０５とからＰＩＤパラメータを算出したと
ころ、
　ｋｐ＝５．８０
　ＴＩ＝６９．６８
　ＴＤ＝１５．８８
となった。
【０１１８】
　ｔ＝１５００～２０００の制御誤差の分散は０．１０５４であり、予め設定した所定値
σｅ

２（＝０．０９）を超えるものの、該所定値に概ね近い値となり、所望の制御性能が
得られることが分かる。すなわち、制御性能が上記グラフ上の●印の位置から＋印の位置
（実際には、その近傍位置）に移動したことになる。
【０１１９】
　続いて、同様のシミュレーションを、σｅ

２＝０．２５として行った結果を図６に示す
。このように、予め設定する所定値σｅ

２を大きくすると、制御誤差の分散は大きくなる
が、入力の差分の分散が抑えられていることが分かる。
【０１２０】
　この場合のＰＩＤパラメータは、
　ｋｐ＝２．４４
　ＴＩ＝６９．１３
　ＴＤ＝１５．８４
であった。
【０１２１】
　ＴＩ及びＴＤの値は先の結果と略同じ値となっており、Ｋｐが大きく異なっている。こ
れは、λの値が異なるからであり、このようなλとＰＩＤパラメータとの関係は、式（１
６）及び式（１９）から明らかである。
【０１２２】
　ｔ＝１５００～２０００の制御誤差の分散は０．２５４３であり、所望の制御性能が得
られることが分かる。
【０１２３】
　以上により、ＰＩＤパラメータの初期チューニングにおける、本発明のＰＩＤ制御方法
の有効性が確認された。
【０１２４】
　（数値例２）
　次に、システムの特性が変動する場合を想定して、以下のような数値例について考察す
る。
【０１２５】
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　すなわち、制御対象の記述モデルが式（３８）で与えられるものとする。
【０１２６】
【数３０】

【０１２７】
　但し、最初の２５００ステップまでは上記数値例１と同様の特性を持ち、ｔ＝２５０１
～５０００では、時定数Ｋ及びシステムゲインＫが下記の式（３９）のように変化し、む
だ時間はないものとする。
【０１２８】
【数３１】

【０１２９】
　最終的に、時定数は１／２倍となり、システムゲインは６倍となる。ここでも数値例１
と同様に、式（３８）をサンプリング間隔ＴＳ＝１０．０ｓで離散化し、モデル化誤差と
して平均が０かつ分散が０．０００１であるガウス性白色雑音を付加したモデルを考える
。
【０１３０】
　この制御対象に対して本発明のＰＩＤ制御方法を適用する。但し、最初の１０００ステ
ップにおいては、数値例１と同様に、以下のＰＩＤパラメータにより制御が行われている
ものとする。
【０１３１】
　ｋｐ＝３．５６
　ＴＩ＝１００．０
　ＴＤ＝４９．５
　そして、ｔ＝１０００から図３のフローチャートのステップＳ１～Ｓ７が実行されるも
のとする。尚、ｄｍ＝４、ｄＭ＝８、σｅ

２＝０．０４、ｐ１＝－１．５３、ｐ２＝０．
５９と設定し、ステップＳ４において、λは０．０から１０．０までの間を０．０１刻み
で変化させた。また、ステップＳ７におけるγの値はγ＝３．０とした。さらに、システ
ムパラメータの推定に用いたデータ数Ｎは、Ｎ＝２００とした。
【０１３２】
　このときの制御結果を図７に、またＰＩＤパラメータの変化を図８にそれぞれ示す。図
８から分かるように、ｔ＝１０００での変更を含めて、ＰＩＤパラメータの変更が４回行
われた（ｔ＝１０００，３２４３，４６５７，４８１４）。この変更時のλは、０．２２
（ｔ＝１０００）、０．５８（ｔ＝３２４３）、１．０３（ｔ＝４６５７）、及び１．３
８（ｔ＝４８１４）と算出された。ｔ＝１０００以降の制御誤差の分散は０．０３４８で
あり、予め設定した所定値σｅ

２（＝０．０４）以下となり、また入力の差分も抑えられ
ていることから、所望の制御性能が得られることが分かる。このことより、システム変動
に対して適切にＰＩＤパラメータが決定されて、良好な制御結果が得られていることが分
かる。
【０１３３】
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　続いて、γの値をγ＝５．０としたときの制御結果を図９に、またそのときのＰＩＤパ
ラメータの変化を図１０にそれぞれ示す。γの値を大きくしたことで、モデル化誤差が基
準値よりも大きいと判定される回数が少なくなり、ＰＩＤパラメータの変更がｔ＝１００
０及びｔ＝３６３６の２回だけになった。この変更時のλは、０．２２（ｔ＝１０００）
及び１．３５（ｔ＝３６３６）であった。ｔ＝１０００以降の制御誤差の分散は０．０４
１９となり、γ＝３．０とした場合に比べて性能が若干劣るものの、所望の制御性能は得
られている。
【０１３４】
　このようにγの値を変えることで、システム変動又はモデル化誤差に対する感度を調整
することができる。すなわち、γの値を小さくすると、感度が上がって、ＰＩＤパラメー
タの変更の頻度が増加する一方、γの値を大きくすると、感度が小さくなって、ＰＩＤパ
ラメータの変更の頻度が減少する。
【０１３５】
　また、γ＝５．０でｔ＝１０００以降はＰＩＤパラメータの変更を行わなかった場合の
制御結果を図１１に示す。尚、ｔ＝１０００以降のＰＩＤパラメータは、
　ｋｐ＝１．９４５８
　ＴＩ＝６７．６２４９
　ＴＤ＝１６．４１６２
であった。
【０１３６】
　この場合、システム変動に対してＰＩＤパラメータを変更しなかったことにより、制御
系が最後の方で不安定に陥っている。このことより、モデル化誤差が基準値よりも大きく
なったときにＰＩＤパラメータを変更することの有効性が認められる。
【産業上の利用可能性】
【０１３７】
　本発明は、ＰＩＤ制御対象の予測モデルを構築して、この予測モデルに基づいてＰＩＤ
パラメータを決定し、このＰＩＤパラメータを用いて上記制御対象を制御するＰＩＤ制御
装置及びＰＩＤ制御方法に有用であり、特に上記予測モデルに基づいて、ＰＩＤ制御対象
への入力の差分に係数を掛けた項を含む制御則を用いてＰＩＤパラメータを決定する場合
に有用である。
【図面の簡単な説明】
【０１３８】
【図１】本発明の実施形態に係るＰＩＤ制御装置を示すブロック図である。
【図２】制御誤差の分散と制御対象への入力の差分の分散とに関するトレードオフ曲線を
示す、制御誤差の分散と制御対象への入力の差分との２軸のグラフである。
【図３】ＰＩＤ制御装置における制御アルゴリズムを示すフローチャートである。
【図４】数値例１（σｅ

２＝０．０９）での制御結果であり、（ａ）は制御対象からの出
力の時間的推移を、（ｂ）は制御対象への入力の差分の時間的推移をそれぞれ示すグラフ
である。
【図５】数値例１（σｅ

２＝０．０９）でのトレードオフ曲線を示す、制御誤差の分散と
制御対象への入力の差分との２軸のグラフである。
【図６】数値例１（σｅ

２＝０．２５）での制御結果であり、（ａ）は制御対象からの出
力の時間的推移を、（ｂ）は制御対象への入力の差分の時間的推移をそれぞれ示すグラフ
である。
【図７】数値例２（γ＝３．０）での制御結果であり、（ａ）は制御対象からの出力の時
間的推移を、（ｂ）は制御対象への入力の差分の時間的推移をそれぞれ示すグラフである
。
【図８】数値例２（γ＝３．０）での制御結果であり、（ａ）は比例ゲインの時間的推移
を、（ｂ）は積分時間の時間的推移を、（ｃ）は微分時間の時間的推移をそれぞれ示すグ
ラフである。
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【図９】数値例２（γ＝５．０）での制御結果であり、（ａ）は制御対象からの出力の時
間的推移を、（ｂ）は制御対象への入力の差分の時間的推移をそれぞれ示すグラフである
。
【図１０】数値例２（γ＝５．０）での制御結果であり、（ａ）は比例ゲインの時間的推
移を、（ｂ）は積分時間の時間的推移を、（ｃ）は微分時間の時間的推移をそれぞれ示す
グラフである。
【図１１】数値例２（γ＝５．０）に対してｔ＝１０００以降にＰＩＤパラメータの変更
を行わなかった場合の制御結果であり、（ａ）は制御対象からの出力の時間的推移を、（
ｂ）は制御対象への入力の差分の時間的推移をそれぞれ示すグラフである。
【符号の説明】
【０１３９】
１　　予測モデル構築部（予測モデル構築手段）
２　　ＰＩＤパラメータ決定部（ＰＩＤパラメータ決定手段）
３　　ＰＩＤ制御部（制御手段）
４　　パラメータ評価部（判定手段）

【図１】

【図２】

【図３】
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【図７】

【図８】

【図９】

【図１０】

【図１１】
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